
 
 

 

  

本提言書は、理学療法士の専門性の中核をなし、その提供価値を決定

づける「臨床推論能力」の教育に関する体系的な改革案を提示するもの

である。現在、この極めて重要な能力の育成は、養成課程と卒後教育の

両面において深刻な課題に直面している。思考プロセスを訓練する機会

が構造的に失われ、指導法も標準化されていない現状は、個々の理学

療法士の成長を妨げるだけでなく、業界全体の質の低下を招きかねな

い喫緊の課題である。 

本提言は、この危機的状況を打開し、次代を担う理学療法士が真の知

的労働者として社会に貢献し続けるための、具体的かつ実行可能な教

育改革の道筋を示すことを目的とする。 

はじめに 

報表紙 

1.現状分析：臨床推論教育が直面する構造的課題 

本章では、現在の理学療法士教育が抱える問題を多角的に分析す

る。歴史的背景から現在の養成課程、そして臨床現場に至るまで、

臨床推論教育がなぜ機能不全に陥っているのか、その構造的な要因

を明らかにすることで、問題の根源を特定する。 
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※本レポートは、2025/09/17 X スペース上の対談内容を AI が提言書としてまとめたものです 

1.1.「統合と解釈」の形骸化とレポート文化の終焉 

理学療法における思考の中核概念である「統合と解釈」は、POMR

（問題志向型システム）の SOAP 形式におけるアセスメント（A）に

由来する、古くから存在する言葉である。しかし、その歴史を紐解

くと、指導法に明確なフレームワークが存在しないまま、徒弟制度

的な「見て覚えろ」というスタイルで受け継がれてきた経緯があ

る。 

かつては、目的が不明確なまま学生に大量のレポート作成を課す、

いわゆる「ブラック実習」が横行していた。この文化は理不尽な負

担を強いる一方、理学療法士が自らの思考を言語化し、訓練する唯

一に近い機会でもあった。しかし、このレポート文化がハラスメン

ト対策を名目に拙速に廃止された結果、思考を訓練する機会そのも

のが代替策なく奪われ、深刻な「教育機会の真空状態」を招いてい

る。 

1.2.養成校課程における体系的教育の欠如 

現在の大学カリキュラムでは、文部科学省の規定上「臨床推論」

という独立した科目は存在しない。評価学などの科目内に組み込ま

れてはいるものの、その教育内容や質は各養成校の裁量に委ねられ

ており、全国的に標準化されていないのが実情である。 
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その結果、松山氏が指摘するように、多くの学生が、思考の基本である「事実と解釈の区別」や、論理

的思考の基礎である「帰納法・演繹法」といった概念すら学ばないまま卒業しているという深刻な実態

がある。 

加えて、堀氏が分析するように、臨床実習の負担が軽減されたことで教育者側にも一種の「手抜き」が

生じ、結果として学生の思考力を十分に育成できていない可能性がある。養成課程において、臨床推論

の土台となるべき基礎的思考力が十分に涵養されていないことは、極めて重大な問題である。 

1.3.臨床現場における指導の困難性 

理学療法士協会による定義や、内山氏の書籍「症候障害学序論」など、個別の試みは存在するもの

の、業界全体で共有された、実践的な教育フレームワークが存在しない。思考プロセスを可視化し、段

階的に指導するための共通言語がないのである。例えば、堀氏が提唱するような「情報収集 → 問題点

の列挙 → 統合（優先順位付け） → 解釈（原因分析）」といった明確な思考のステップが共有されて

いないため、「何を」「どの順番で」「どこまで」考えるべきかが曖昧になっている。さらに、学習者

の思考レベルを客観的に評価するための「ルーブリック」のようなツールが普及しておらず、ICF モデ

ルのような有用な概念も、単なる分類項目として扱われ、思考を深めるツールとして活用する方法論が

確立されていない。これらの欠如により、指導は指導者の感覚に依存し、学習者も自身の現在地や課題

を客観的に把握できず、教育の質のばらつきを生む最大の要因となっている。 

臨床現場に目を向けると、問題はさらに深刻化する。多くの臨床指導者自身が、臨床推論を体系的に学

んだ経験がないため、後輩や学生に対して「どのように教えればよいか分からない」という壁に直面し

ている。これにより、指導は個々の指導者の経験や感覚に依存し、属人化してしまっている。 

その結果、新人理学療法士が作成するカルテは、単なる検査結果の羅列に陥りがちである。客観的な事

実情報が並ぶだけで、それらの論理的な繋がりが示されないまま、「だからこうです」と結論だけが飛

躍してしまう傾向が散見される。近年導入が進むクリニカル・クラークシップ（CCS）も、その理念とは

裏腹に、具体的な臨床推論指導法が確立されていないため、制度が現場で十分に活かされていないのが

現状である。 

本章で明らかにした課題は、単なる個別の事象ではなく、より根深く、構造的な問題から生じているこ

とを示唆している。 

 2.1. 思考の「OS」不在の問題 

前章で提示した現象の根本原因をさらに深掘りする。ここでは、単に「教えられていない」という事実

だけでなく、「なぜ教えることが難しいのか」という本質的な障壁を 3つの観点から分析する。 

2.本質的な問題点：なぜ臨床推論能力が育たないのか 

臨床推論能力が育たない最大の原因は、思考の土台となる「オペレーティングシステム（OS）」の教

育が欠如していることにある。特定の疾患知識や治療技術は、いわば個別の「アプリケーション（アプ

リ）」に過ぎない。しかし、現在の理学療法士養成課程では、これらのアプリをインストールすること

に終始し、それらを効果的に動かすためのOS、すなわち領域を問わず活用できる汎用的な思考法の教育

が決定的に欠けている。 

これは、理学療法士が「知的労働者」たり得るか、それとも単なる「肉体労働者」に留まるかとい

う、専門性の根幹に関わる問題である。経営大学院で教えられるクリティカルシンキングのように、論

理的思考、事実と解釈の分離といったスキルは、知的労働者としての基礎リテラシーに他ならない。こ

の OS がなければ、どれだけ専門知識（アプリ）を詰め込んでも、それらを統合し、応用し、価値ある

結論を導き出すことはできず、専門職としての真価を発揮することはできない。 

2.2. 教育フレームワークの全国的な不在 
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これまでの分析に基づき、臨床推論教育を抜本的に改革するための具体的な行動計画を提示する。養成課

程から臨床現場までを貫く、連続的かつ体系的な 3 つの改革案を提案する。 

養成校で教えられる基礎的な知識と、臨床現場で実際に求められる実践的な臨床推論能力との間に

は、依然として大きな隔たりが存在する。この断絶は、新人理学療法士にとっては過酷な適応を強い

る一方で、臨床現場の指導者にとっては過大な教育負担となる「負の循環」を生み出している。 

養成課程、臨床実習、卒後教育がそれぞれ分断され、一貫した育成ビジョンが欠けていることが、業

界全体としての成長を阻害している。学生から新人、そして指導者へと続く成長の連続性が担保され

ておらず、各段階で非効率な学び直しが発生しているのが現状である。 

これらの根深い問題点を踏まえれば、もはや現状維持という選択肢はあり得ない。次章では、これら

の課題を克服するための具体的かつ体系的な改革案を提示する。 

2.3. 養成教育と卒後教育の断絶 

3. 改革に向けた具体的提言 

3.1. 提言 1：養成課程における「思考 OS」教育の必修化 

3.2. 提言 2：標準化された臨床推論フレームワークの導入と普及 

思考の土台を構築するため、学部 1年生などの早い段階で、思考の「OS」を涵養するための科目を必修

化することを強く提言する。これは、その後の全ての専門科目（アプリ）の学習効果を飛躍的に高め

るための最も重要な投資である。 

• クリティカルシンキングの習得: 論理的思考、仮説検証、批判的吟味といった、知的労働の根幹をな

す思考法を体系的に学ぶ。 

• 事実と解釈の分離訓練: 検査データや観察所見などの客観的な「事実」と、それに基づく自身の「解

釈」を明確に区別する思考習慣を徹底して身につける。 

• 情報編集スキルの涵養: 膨大な情報の中から「本質的な問い（イシュー）を設定し」、必要な情報を

抽出し、構造化する戦略的な思考スキルを習得する。 

この OS 教育は、単に理学療法士としてだけでなく、生涯にわたる学習基盤を構築するものであり、そ

の重要性は計り知れない。 

指導の属人性を排除し、再現性の高い教育を実現するため、業界団体や学会が主導し、臨床推論のプロセス

を段階的に学べる標準的なフレームワークを開発・導入することを提言する。 

 

• 思考プロセスの可視化: 「情報収集 → 問題点の列挙 → 統合（優先順位付け） → 解釈（原因分析）」といっ

た思考のステップを明確に定義し、全国の養成校と臨床施設における指導の「共通言語」とする。 

 

• 評価ルーブリックの活用: 学習者の思考がどのレベルにあるのかを客観的に評価し、具体的なフィードバック

を可能にするためのルーブリック（評価基準）を開発し、全国に普及させる。 

これにより、指導者は勘や経験だけに頼ることなく、学習者は自身の課題を明確に認識しながら、段階的に成

長していくことが可能となる。 
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4. 結論：知的労働者としての理学療法士の未来のために 

 

3.3. 提言 3：養成校と臨床現場が連携する「循環型」教育モデルの構築 

養成校と臨床現場の断絶を解消し、一体的な教育エコシステムを構築することを提言する。知識と実践が双方

向に還流する仕組みこそが、教育の質を継続的に向上させる鍵となる。 

 

• 指導者向け研修会の改革: 従来型の抽象的な講義ではなく、藤原氏が示唆するように、「学生をどのように

指導し、その結果どう成長したか」という教育事例の共有会（ケーススタディ）を定期的に開催する。この実践的

なアプローチは、指導者が直面する「やり方が分からない」という課題に直接応えるものであり、具体的で即時

的な学びを提供する。 

 

• 教員の臨床現場への出張講義: 養成校の教員が定期的に臨床施設を訪れ、最新の教育フレームワークや

思考法に関する講義を行う。これにより、臨床現場の指導者の知識がアップデートされ、教育の標準化が促進

される。 

 

• 共同での教材開発: 臨床のリアリティと教育学の知見を融合させた、実践的な症例ベースの教材を養成校と

臨床現場が共同で開発する。 

提言 1で涵養された「思考 OS」は、提言 2のフレームワークを効果的に活用するための土台となり、提言 3 の

連携モデルは、そのフレームワークが臨床現場の実態に合わせて継続的に改善・進化していくための循環を

生み出す。これら 3 つの提言は、それぞれが独立しているのではなく、相互に連携して初めて大きな効果を発

揮するものである。 

本提言書は、理学療法士の臨床推論教育が直面する構造的な課題を明らかにし、その解決に向けた体系的

な改革案を提示した。臨床推論教育の危機は、単なる一技術の習得に関する問題ではない。それは、理学療

法士が変化し続ける社会の中で、自律した「知的労働者」として価値を提供し続けられるか否かを問う、専門性

の根幹に関わる問題である。 

 

我々の前には二つの道がある。一つは、現状維持のまま思考力を鍛える機会を失い、結果として専門職とし

ての価値を相対的に低下させていく道。もう一つは、本提言に示した改革を断行し、知的労働者としての専門

性を再び確立する道である。 

 

マルチモビディティ（多疾患併存）の進展によって医療は一層複雑化し、地域包括ケアの時代には、予防から

医療・介護・生活支援まで幅広い情報を編集する能力が求められる。こうした現代において、現状維持はすな

わち後退を意味し、専門職の存在意義そのものを揺るがしかねない。 

本提言で示した「思考 OSの必修化」「標準化されたフレームワークの導入」「循環型教育モデルの構築」という

3 つの改革を実行に移すことで、私たちは業界全体の専門性を底上げし、より高度な医療ニーズに応えられる

強固な専門職集団へと進化することができる。本提言は、業界の未来を左右するこの喫緊の課題に対し、全て

のステークホルダーが当事者意識を持って議論を開始し、具体的な行動を起こすための、確固たる礎となるも

のである。 


